
 

工事現場における施工体制点検要領 

平成２１年３月３０日 

告 示 第 ３ ２ 号 

（趣旨） 

第１条 公共工事の品質を確保し、目的物の整備が的確に行われるようにす

るためには、工事の施工段階において契約の履行を確保するための監督及

び検査を確実に行うことが重要である。特に監督業務については、監理技

術者の専任制の把握の徹底を図るほか、適正な施工体制の確保が図られる

ようにすることが重要である。 

本要領は、市が発注した請負工事の施工体制について、監督業務等にお

いて把握すべき点検事項等を定め、工事現場の適正な施工体制の確保等に

努めるものとする。 

（対象工事） 

第２条 建設業法（昭和24年法律第100号）第26条第２項に該当する監理技

術者の配置が必要な工事（下請契約の請負金額の合計金額が4,000万円以

上のもの。ただし、建築一式工事の場合は、6,000万円以上のもの。）に

ついて行うこととする。 

（点検業務） 

第３条 監督員は、監理技術者の専任制及び適切な施工体制について、施工

体制の把握に関する点検内容（別紙）に基づき、点検を行うものとする。 

２ 不適切な事項が認められた場合は、元請負人に対し期間を定め、是正措

置を講じるよう指導するものとする。 

（点検結果報告） 

第４条 監督員は、点検の結果を工事現場における施工体制の点検表（様式

第１号）（以下「点検表」という。）により工事担当課長に報告するもの

とする。 

２ 前条第２項により是正措置を講じた場合は、指導内容を点検表の所見欄

に記載する。 

３ 監督員は、是正を確認した結果を是正確認書（様式第２号）により、工

事担当課長及び主管部長に報告するものとする。ただし、是正が認められ



ないときは、管財課長に報告するものとする。 

４ 管財課長は、前項の報告を受けたときは、速やかに工事請負者から意見

を聴取し、是正の指導を口頭により行うとともに総務部長に報告するもの

とする。 

５ 総務部長は、工事請負者が前項の規定に基づく指導に従わない場合、ま

たは速やかな是正が見込めない場合は、速やかに点検結果報告書（様式第

３号）により市長に報告しなければならない。 

（行政庁等への通知） 

第５条 市長は、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平

成12年法律第127号）第11条に該当すると疑うに足りる事実が認められた

場合において、必要と認めるときは、建設業の許可を受けた行政庁等にそ

の事実を通知するものとする。 

（その他） 

第６条 この要領に定めるもののほか、必要な事項については、別に定め

る。 

 

附 則 

 この告示は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月３０日告示第５０号） 

 この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２７日告示第３２号） 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年５月３０日告示第７８号） 

 この告示は、平成２８年６月１日から施行する。 

 

 



別紙 

施工体制の把握に関する点検内容 

点 検 項 目 点 検 内 容 実施期間 備 考 

①監理技術者資格

者証及び監理技

術者講習修了証

の把握 

監理技術者本人から、携帯している監理技

術者資格者証及び監理技術者講習修了証を

提示させ確認する。 

工事着手前 

 

・疑義がある場合は、監理

技術者、元請会社に説明を

求めるとともに、監理技術

者が直接的かつ恒常的な雇

用関係にあることを証明す

る書類（健康保険証又は住

民税特別徴収税額通知書の

写し）の提出を求める。 

監理技術者資格者証の会社名、工種区分、

期限、裏書きによる変更などについて確認

する。 

②監理技術者の同

一性の把握 

 

通知による監理技術者（※注）、施工体制

台帳に記載された監理技術者及び監理技術

者資格者証に記載された技術者が同一であ

ることを確認する。 

工事着手前 

 

監理技術者資格者証の写真により本人であ

ることを確認する。 

③監理技術者の専

任の把握 

監理技術者の専任を確認する。 工事施工中 

１回／月 

・疑義がある場合は、現場

での把握頻度を増やす。ま

た、必要に応じて本人に不

在の理由を聞く 

打合せ時等に監理技術者が施工計画や工事

に係る工程、技術的事項を把握し主体的に

関わっているか確認する。 

工事施工中 

打合せ時 

④施工体制台帳の

把握 

施工体制台帳が現場に備え付けられ、かつ

同一の写しが提出されていること確認す

る。 

工事施工中 

当初及び 

変更時 

 

・施工体制台帳等の不備を

発見した場合は改善措置を

求める。また、必要な場合

は、現場での把握頻度を増

やす。 

・技術者本人において疑義

がある場合は、技術者が直

接的かつ恒常的な雇用関係

にあることを証明する書類

（健康保険証又は住民税特

別徴収税額通知書の写し）

の提出を求める。 

・実質的関与については、

発注者との協議、住民への

説明、官公庁等への届け出

等、近接工事等との調整、

施工計画、工程管理、出来

形、品質管理、完成検査、

安全管理、下請けの施工調

整及び指導監督等を元請負

人が自ら行っているか確認

する。 

施工体制台帳に下請負契約書（写）及び再

下請通知書が添付されていることを確認す

る。 

下請負契約書に下請負金額が記入されてい

ることを確認する。 

⑤施工体系図の把

握 

 

施工体系図が当該工事現場の工事関係者及

び公衆が見やすい場所に掲げられているこ

とを確認する。 

工事施工中 

当初及び 

変更時 

施工体系図に記載のない業者が作業してい

ないことを確認する。（例えば、安全訓練

等の出席簿、日々の作業指示書などで確

認） 

工事施工中 

１回／月 

 

施工体系図に記載されている主任技術者及

び施工計画書に記載されている技術者が本

人であることを確認する。 

工事施工中 

当初及び 

変更時 

 施工体系図などから一括下請けの恐れがあ

る場合は、元請負人がその下請負工事に実

質的に関与（総合的に企画、調整及び指

導）していると認められることなどを確認

する。 

⑥工事カルテの登

録の確認 

受注時工事カルテは適正に、かつ期限内に

登録されているかを確認する。 

工事着手前 

 

・不適切な場合は是正を求

める。 

⑦建設業許可票の

掲示確認 

建設業許可票が公衆の見やすい場所に掲示

されていることを確認する。 

工事施工中 

１回 

 ⑧労災保険関係成

立票の掲示確認 

労災保険関係成立票が現場の見やすい場所

に掲示されていることを確認する。 

⑨建退共への加入

を示すシールに

掲示確認 

建退共制度に関するシールが現場の見やす

い場所に掲示されていることを確認する。 

※注 工事請負契約書第１１条に基づき通知された監理技術者 



様式第１号（第４条関係） 

課 長 課長補佐 合   議 監督員 

    

 

工事現場における施工体制の点検表 
 

○ 工事概要 

工 事 名  

工   期  年 月 日 ～    年 月 日 

請負金額 ￥ 一次下請総額 ￥ 

請負業者名  

監理技術者  現場代理人  

監 督 員  

 

○ 工事着手前の把握                       実施日：   年 月 日 

 確認欄 所 見 

①監理技術者資格者証及び監理技術者講

習修了証の把握 
  

②監理技術者の同一性の把握   

⑥工事カルテの登録の確認   

 

○ 工事施工中（１回）の把握                   実施日：   年 月 日 

点 検 項 目 確認欄 所 見 

⑦建設業許可票の掲示確認   

⑧労災保険関係成立票の掲示確認   

⑨建退共への加入を示すシールの掲示確

認 
  

 

○ 工事施工中（当初及び変更時）の把握 

④施工体制台帳の把握 

当初・変更時 確 認 日 確認欄 所 見 

当  初    年 月 日   

（第 回）変更時    年 月 日   

（第 回）変更時    年 月 日   

 

○ 工事施工中の把握（１回／月） 

③監理技術者の専任の把握 ⑤施工体系図の把握 

確 認 日 
確認欄 

所 見 
③ ⑤ 

   年 月 日    

   年 月 日    

   年 月 日    

   年 月 日    

（注）１ 確認欄には、該当する項目について把握した結果を○または×で記入する。 

２ 各所見欄は、疑義又は不適切の内容について記載する。 

３ 施工体制台帳等の把握の変更時とは、体制の変更時であり、設計変更時ではない。 

４ 各項目の記入欄が足りない場合は、適宜に追加または別紙を作成のうえ記載のこと。 



様式第２号（第４条関係） 

 

是正確認書 

 

管財課長 管財課合議 

 

主管部長 課 長 課長補佐 合 議 監督員 

       

 

○ 工事概要 

工 事 名  

工   期    年 月 日 ～    年 月 日 

請負金額 ￥ 一次下請総額 ￥ 

請負業者名  

監理技術者  現場代理人  

監 督 員  

 

○ 工事着手前の把握 

 確認日 確認内容 

①監理技術者資格者証及び監理技

術者講習修了証の把握 
    年  月  日  

②監理技術者の同一性の把握     年  月  日  

⑥工事カルテの登録の確認     年  月  日  

 

○ 工事施工中（１回）の把握 

点 検 項 目 確認日 確認内容 

⑦建設業許可票の掲示確認     年  月  日  

⑧労災保険関係成立票の掲示確認     年  月  日  

⑨建退共への加入を示すシールの

掲示確認 
    年  月  日  

 

○ 工事施工中（当初及び変更時）の把握 

④施工体制台帳の把握 

当初・変更時 確 認 日 確認内容 

当  初    年 月 日  

（第 回）変更時    年 月 日  

（第 回）変更時    年 月 日  

 

○ 工事施工中の把握（１回／月） 

③監理技術者の専任の把握 ⑤施工体系図の把握 

確 認 日 
確認欄 

所 見 
③ ⑤ 

   年 月 日    

   年 月 日    

   年 月 日    

   年 月 日    

（注） １ 確認欄には、該当する項目について○を記入する。 

２ 資料として工事現場における施工体制の点検表（様式第１号）を添付のこと。



様式第３号（第４条関係） 

 

点検結果報告書 

 

    年  月  日 

 

能美市長 様 

 

総務部長 

 

下記のとおり、工事現場における施工体制点検要領に基づき点検結果を報告します。 

 

記 

 

工 事 名  

工事場所  

請負金額  

工  期     年  月  日 ～     年  月  日 

請負者名  

監理技術者  現場代理人  

指示事項 

 

 

 

 

対  応 

 

 

 

（注）１ 資料として工事現場における施工体制の点検表（様式第１号）及び是正確認書（様

式第２号）を添付のこと。 

２ 指示事項欄には、市の指示内容を明記のこと。 

３ 対応欄には、請負者の対応を明記のこと。 


